
新潟県　新潟市

事業名

法適用 水道事業 末端給水事業 政令市等 自治体職員 767,565 1,954.92 392.63 ■

－ 類似団体平均値（平均値）

- 65.29 99.65 2,497 761,527 726.19 1,048.66 【】

経営比較分析表（令和5年度決算）

業務名 業種名 類似団体区分 管理者の情報 人口（人） 面積(km2) 人口密度(人/km2) グラフ凡例

当該団体値（当該値）

資金不足比率(％) 自己資本構成比率(％) 普及率(％) 1か月20ｍ3当たり家庭料金(円) 現在給水人口(人) 給水区域面積(km2) 給水人口密度(人/km2)

令和5年度全国平均

分析欄

1. 経営の健全性・効率性 1. 経営の健全性・効率性について

①経常収支比率
　前年度に比べ減少しましたが、比率は100%を上回
っています。
③流動比率
　前年度に比べ減少しました。短期的な債務に対す
る支払能力に問題は生じない水準ではありますが、
これまで以上に資金管理を徹底する必要があります
。
④企業債残高対給水収益比率（％）
　前年度に比べ増加し、類似団体に比べて高い水準
となっています。企業債は施設更新の重要な財源で
すが、将来の過度な負担とならないよう、上昇を抑
制する必要があります。
⑤料金回収率
料金回収率は類似団体に比べ高い水準を維持してい
ます。
⑥給水原価
　給水原価は若干の増加傾向となっていますが、類
似団体に比べ低い水準を維持しています。
⑦施設利用率
　類似団体と比べ高い水準を維持し、効率的に施設
を利用しています。今後も水需要の動向に注視し、
施設規模の適正化を進める必要があります。
⑧有収率
　令和６年能登半島地震に伴う減免措置の影響もあ
り、類似団体と比べ低い水準となっています。

2. 老朽化の状況について

　有形固定資産減価償却率は、類似団体より低い水
準となっていますが、本市の浄配水施設の多くは、
高度経済成長期の後期から安定経済成長期に集中的
に建設され、管路施設は、昭和39年に発生した新潟
地震により布設した災害復旧管路が多いため、順次
更新していく必要があります。
　事業費の平準化を図り、中長期経営計画に基づき
計画的かつ効率的な更新を進めることが必要となり
ます。
　なお、配水支管に比べ費用と時間のかかる基幹管
路の更新に重点を置いているため、管路更新率が低
くなっています。

2. 老朽化の状況

全体総括

　老朽化施設の更新や耐震化を計画的に進めていま
すが、一方で、人口減少などにより給水収益が減少
し、施設更新にかける財源確保が厳しくなると見込
まれています。
　将来世代に過度な負担を残さないよう企業債残高
の増高を抑制しながら、事業運営に必要な資金を安
定的に確保する方策を検討する必要があります。
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②累積欠損金比率(％) ③流動比率(％) ④企業債残高対給水収益比率(％)

⑤料金回収率(％) ⑥給水原価(円) ⑦施設利用率(％) ⑧有収率(％)

①有形固定資産減価償却率(％) ②管路経年化率(％) ③管路更新率(％)

【108.24】 【1.50】 【243.36】 【265.93】

【89.42】【59.81】【177.56】【97.82】

【52.02】 【25.37】 【0.62】


